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lＹ 借 刀 bＹｌｌＬ 方
iIj評価差額
《準備金》楡
128,652.l21 
2q31ZOlOOOl 
減(ｉｉｌＭ１梁ill
361,081.23 
152,311.65 
‘'90911.10 
20,070578.00 
純額liliiiYI11i総額 7W評ＩｉｌｉｉＭｎ
1,7Ｉ6.7ｌＬＯ２ 
118,309.03 
81.598D5 
31M2756 
櫛築物・…
機械・識(Wｉ
1,506,360.83 
106,703.75 
78,74102 
27Ｍ62.00 
1`968,26760 
2,,137,ⅡＭＩｉ 
３７Ｍ18.58 
11Ｍ１Ｍ2 
20.l02D76`80 
23,35695896 
240,380.19 
11,696.18 
20857.63 
.1L965.56 無形固定汀旅
21,091,791.8012,265,167.161296,899.56 22`605,149.58120,636,881.98 
第９図表から|ﾘlらかなとおり，Ｗ評II11i薙額の大
部分はり|:liiﾉilluil定武産の「株式役fTj勘定のili評
価から(|iじたものである。それは`1,1921ガノブフラ
ン，評llli兼iW(全体の99.98％に」:る。1978ｲﾄﾞ腱の
親会社武本は5,883百万フランであったが，その
うち71外はiliiililllli差額が占めていた。株式投資勘
定のiIj評lllIi雄航がいかに巨大であったかがわかる。
このことは．1978年度法定Tli評II11iJ〈他iiiの当該勘
定がいかに過小評価されていたかを物語るもので
ある。
l976fl1lIの述結貸借対!!((表に区lWiの「述結差額」
3,()91i:i刀フランがプラスＩｌｌｉとしてグループ資本
に計l:されたが，「＋△Sm」の11;ｉｌｋｌは親会社にお
けるｒ会iM:株式の過小評II11iであると考えられる。
｢t`＜(s1-Ii)」におけるｔｉの評(lliiiWiがＷ評価額の
４分の１と，異常に過小だったのである。1978年
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差額に相当する(|けj勘定を計上することが必要と
なる。
フランス専'''１会計士．認許会計士協会(OliCCA）
の1976年および'977年の調査によれば､ﾌﾗﾝｽ
上陽企業１５()社のうち「連結溌額」を計｣Lた企
業はそれぞれ94化９８社，これに対して計｣Ｌな
かった企業は211<|:，１９社であった。また，「のれ
ん」を計|息した企業はそれぞれ68社，７２社，計上
しなかった企業Ｉｊｌ７社，４５社であった''71.
また，相殺il1i式の対象となるイー会社の尚ｲﾐが支
配拠押ｌ｣ではなく決算しＩであることから，支配僅
得|]以後の子会i《|:資本の変動が連結差額に影響を
与える。連結tYIlI対照表においてグループ資本の
変』ﾘﾉの詳細が喪示されなければ，その透|Ⅱl性が著
しく低下することになる'1ﾄⅦ。［未完］
度の法定１１１評価は，親会社におけるｔｉの評(IlIi額
を大幅に高め，同時に親会社の資本を大幅に｣V1jⅡ
させることになり，その結果グループ資本が親会
社資本をﾉ<きく|意回るlbmlb1はなくなった。1971)年
度のlI11i(l:の連結差額が1976年便の述結叢額の３分
の1以下に減少した|l;!|と|がここにある。そｌｌにし
ても，法定再評価ﾂﾐ施前の親会社商ｲﾐとグループ
資本の乖離は異常である。
以｣:の点から，ミシュランド|:の1976年度におけ
る連結ﾉ應額の大部分は親会社における株式投武|リノ
定の過小評価を原因としており，ｉ１ｉ評Iili差額とし
てのプラスの連結溌額は本来i'１評llIlifiIj立余として
親会社の資本に計上すべきものである。また、
｢のれん」に相当すると考えらｌｌるマイナスの述
結差額A11分は，（|けｊ「のれん」Ｉｌ１ｊ定に振り杵える
べきものである。さらに，連絲溌額には支IIidlui<ト
後の子会社資本の変ﾘﾘ｣が反映されており，iiii弍祉
と同様に述結差額にはilj評価臓'?:金的性質と『'|価
剰余金ｉ１ｌ)性質が混/[している。
以上のとおり，1968ｲｉ三国家会計群議会（CN(1)
勧告評における処ｌｌＩ１の特徴は,iWilllliベースで「－１ｉ
＋(ｓ－Ｌ)」の差額を「連結差額」として連結貸
借対11<|炎上貸方「貸本」に計｣葛することにある。
財務会計llI1論からすると、資本の変動要因として
出資背との間の直|残の１１)(引（111満・リ'''１竿）と》１１
期狽益の２つの要因を挙げることができる。この
ことは，連結計算書灯iにおいても'１１様であり，ｊｌｌｌ
結貸借椰|Ⅱ(l表上，当191損益は，親会社の当lUlllMi[
および『･会社の当期１１１益における親会社持分から
構成される。しかし，ｉｆI告書における資本連結の
処1111では「連結差額」が連結貸ＩＨ対I!（(表のグルー
プ資本（純資産）に災示され，述給によりグルー
プ資本が大きく変動することになる。
その結果，ミシユラン社（197(i(「）のように迎
結差額がプラス値のときは，グループ資本（純街
産）が別会社資本（純黄塵）にlこくて人'胴に1ＷⅢⅡ
し（S＝「Ｓｍ＋△S’二」のケース)，反対にモエ．
エネシー社のようにマイナス値のときは，グルー
プ資本（純資産）が親会社資本（純資産）に比べ
て減少ﾘｰることになる（S鬘＝「S"－△S"」のケース)。
これを|Ⅱ|避するにはロレアル社のように．イ会「|：
における|と1定資産のili評(Iili差額や〔ＹＩＩＩ対照炎非iil
上の無11’価値といった潜在的噌Illliを考慮してj１１%,Ｉｉ
[注記］
（１）ConscilMltioIlal(Ieltl（PoIIIl〕taI)ilit6（ＣＮＣ)．
ＥＩＩ,(/csflD(〕(ｗ"lclMsノ”8-/9河，Minisl(u1℃(lor
IiT()ｌ１ｏｍｉｅｏＬ(1〔､sFinan(PCS、１)I).177-180.
（２）ノｂｊ〔f，｝)」79.
（３）Cibel･[，八・，（b"lﾉﾉt((bﾉﾉＭ;９６'１，ＶYﾉP，１)lI11o(１．
１９８３，１)I〕､38()-391.
（１）Ａ､Cil)(wtの前掲書（１）､391）を参琴に飛者作
成。
（５）Ｌ＞(ｓｉ－Ｌ）の－ＬをＡｉ辺(こ移行して/にｲ｢を逆
にすればsi＜1,＋I,となり，会計処理ｌｚはｌＹｌｌｆを均
衡させるのでｓ,＋△S｢＝し＋Ｌとなる。
（６）同様に，ｔ＜(s1-L）の－Ｌを左辺に移行して左
(｢を逆にすればｓ＞Ｌ＋Ｌとなり，会計処lMLl苗は賃
Ｉｌｆを均衡させるのでs＝t`＋Ｌ＋△Smとなる．
（７）Ｄ〔P11al1ells，ｌ〕.，（JPsIion〃(I"c花'ｗﾉ(,ｌｔｗ(ル
ノ"Y“付，６(liti(〕IlsSirey､１９８３，１).292参1M'。
（８）ノ6Ｍ.’１)I)292-294.
（９）野村健太l1ll衿『連結会iil論」森111課Ali，１９７６
年．126頁に)'1該様式が訳|{lされている(ﾉ)でこれを
参!|<1．当該慨j(において、［Y方資本項[|の巡絲差
額は「付川1すべきもの⑮６１j(Dllter)」と「搾除す
べきもの（ハ（１６(luire)」とにわけられることが注
記されていろ,また，野卜|教授はこの）!}合の「グ
ループとは親会社支配株主の見地ないし（/:場を強
く織り込んだ企龍集団という意|M(であり（ﾉﾘr行主
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3８フランス皿jWi会計』瞳Ｉｌｉのllil際的調､１（13）
EI1論的見解)．アンサンブル（全体・大下tlH）とは
親会社支配株冒|{の見地のみならず．その他の館三
背少数'1：主の兇jUlをも織り込んだiiY業染'１１という
意'１１(にとれるものと思われる（企業体理論的見解)。
このような表示のⅡ:方からみれば，企業体jM1論的
見地がとられているとみることができるが、しか
し少数株主持分を含めないかたちでことさらクルー
プの純資産を強ＩＪＩしているところから，所１１三i{lＭ１
論的見解がとられているものともみられる≦（'''1(）
少放株主持分に対するこのようなjM1解のⅡ:方は，
むしろ所有主lll1論的見解に近い並１９}であるといえ
る」と指摘している（野村衿，iMIlu書，134-135頁
参!!(０。
(10）当時のフランスではiA卿'三|に一・括して迦結を
行う方式を孫11)していて，述絲ihi7p時点の'111麺
として取り」:げるからである。しかし，ＣＮＣは当
該11;ilklから迦絲差額が生ずることはありえないと
の見解であったことが野村牧授により指摘されて
いる（野村健太郎普，iililL)iIf，９３頁参!!〈|)。
(11）’九pal化IUs，、.，（)ﾉﾉ､ｃｉ〔.，Ｉ〕､292．
(12）’１/I|えば，フランスiilli券llYi)I委貝会（COB）は
l969fI:以|雛．ｉｌｊ<|:のようにフランス企業における
汽藤の過小評価のlllllKiを取り」:げている．特に，
（粋｢fi価証券の過小評価はi職11で．ＣＯＢは「大部
分のケースで葱IMiのない(Y(|ｻﾞ対１１(|炎を生みＩＩ１して
いる」とさえ喬っている（ConmDission〔lcsOI〕6ra-
tiol〕ｓ(1eBourse(COB)，ノｌｎﾉ)ﾉﾉor((wlllcll969、Ｉ〕、
９９.)。過小評価のｌｌｌ(lklはlM1iをiil｣こせず，Ｈ１Ⅱlliの
み認識する評Ｉｌ１１ｉｌｌＩ(Ｉ１ｌＩにあった。当該評Imi原'''1はTli
j4)の低迷)０１にはl1IWL7ｲTII1jiill;芥の過小評価に|｢ｌｉｌＩを
かけた。
(13）ｌ〕Cl)aⅡens,1).,ｏﾉ)(?/1.,1).292．
(１４）この点について，野卜|教授は，ＣＮＣがふｵ'て
いないこと，土たlli益計煎｣ﾆﾊﾉ'01継続してり|」1法
でi)|当金の計l:を予定しているのであって，その
かぎりではlU1llIlによって拠状なり|当の；;|化を行っ
ていないということをml1Lにしているのであり，
過去の引当金iil卵の誤りということにはならない
と指摘している。突際，このような誤りかあると
すれば，述結に先立って当該j)|当金を取附'し，他
方その分だけrIllUtに戻し入れなければならないは
ずであり，従って''１万述給溌航は生じて二ないと
される（野村他人'111線iiIllJIIl，９７頁)。
(15）野村教授もこの点を指摘している（野村健太
1111普，iiilL1i1}，９８頁)。
(16）野村他人Hll醤，iiillIlll１，１０２頁参１１<'。
(17）０１.(11℃(1〔DsIBxI)ert急CCI】】I〕tablesetComptables
Agr66s（ＯECCA），ノ`ＣｓパイＷ〕０J･ｌｓａ"ｌＷｌｓｄｅｓ
Ｓｏｃｉ６ｔ島/)wll(ｌａｉ獄Csのl978fl:版，Ｉ).91を参||(I。
(18）純溢ｉｌｉｉの変lIiljに|１０するliIi報については，1976
〈i皇にフランスiil[券ｌＭｌ菱L1会（COB）がモデルを
提示することになる。
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